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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

   提出会社の状況 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

３ 平成16年３月期の１株当たり配当額20円には、創立50周年記念配当２円を含んでおります。 

４ 平成17年３月期の１株当たり配当額27円には、特別配当７円を含んでおります。 

５ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

６ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第50期中 第51期中 第52期中 第50期 第51期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 2,945,475 3,250,398 3,128,245 6,111,881 6,525,570

経常利益 (千円) 713,140 859,857 846,666 1,559,457 1,732,079

中間(当期)純利益 (千円) 383,458 479,237 476,123 851,196 974,482

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000

発行済株式総数 (株) 6,760,000 6,760,000 6,760,000 6,760,000 6,760,000

純資産額 (千円) 9,822,264 10,636,969 11,395,633 10,311,113 11,059,517

総資産額 (千円) 11,102,188 11,941,937 12,945,841 11,515,406 12,328,877

１株当たり純資産額 (円) 1,484.70 1,615.94 1,748.64 1,564.86 1,694.76

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 57.54 72.80 73.05 127.14 146.83

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 0.00 0.00 0.00 20.00 27.00

自己資本比率 (％) 88.5 89.1 88.0 89.5 89.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 376,284 590,976 453,588 1,037,670 1,453,112

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △91,324 △56,403 △33,283 △184,564 △1,850,079

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △210,610 △133,442 △183,794 △240,275 △291,135

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 4,536,047 5,475,659 4,622,936 5,074,528 4,386,426

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
141 
(31)

140
(36)

145
(34)

138 
(35)

137
(34)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

なお、当中間会計期間において、新たに株式会社Ｔ・ＺＯＮＥキャピタル(その他の関係会社)及び株式会社Ｔ・Ｚ

ＯＮＥホ－ルディングス(その他の関係会社)が関係会社に該当しております。 

ただし、株式会社Ｔ・ＺＯＮＥキャピタル(金融・投資関連事業)及び株式会社Ｔ・ＺＯＮＥホ－ルディングス(グル

－プの持株会社及び関連事業統括)とは、資本関係のみで取引は行っておりません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、以下の会社が新たに当社の関係会社となっております。 

(注) １ 有価証券報告書を提出しております。 

２ 議決権の所有割合又は被所有割合の（ ）内は、間接被所有割合で内数となっております。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数(パートタイマー及び嘱託)は、当中間会計期間の平均人員を(  )外数で記載し

ております。 

  

(2) 労働組合の状況 

現在、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金
(百万円) 

主要な事業の
内容 

議決権の所有割合 
又は被所有割合(％) 

関係内容 

(その他の関係会社の親会社) 
㈱Ｔ・ＺＯＮＥホ－ルディング
ス 
（注）１・２ 

東京都中央区 6,109
グル－プの
持株会社及び
関連事業統括 

被所有
24.2 
（24.2） 

― 

(その他の関係会社) 
㈱Ｔ・ＺＯＮＥキャピタル 
  

東京都中央区 10,908
金融・
投資関連事業 

被所有
24.2 

― 

従業員数(名) 
145 
（34） 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国の経済は、企業収益の改善に支えられた民間設備投資の増加や雇用情勢の好転に

よる個人消費の回復等、景気回復への明るい兆しが見られました。しかしながら、原油価格の高騰や年金問題等、

将来に対する不安は払拭されておらず、先行き不透明感を残したまま推移いたしました。 

当食品業界におきましても、鳥インフルエンザ問題、米国で発生したＢＳＥ問題の長期化等により消費者の安全

に対する厳しさは増しており、企業には安全・安心な製品と正確かつ適切な情報の提供が求められています。 

このような状況のもとで、当社は創業以来「常に可能性を信じ、明日の食文化向上をめざして、独創的な物づく

りに努める」を追求して事業活動を推進してまいりました。 

この結果、粉末天然調味料につきましては、椎茸エキス類が堅調に推移したものの、鰹節エキス類・昆布エキス

類が減少したため、売上高は958百万円(対前年同期比4.6％減)となりました。 

液体天然調味料につきましては、天然和風だし類の昆布エキス類・椎茸エキス類が堅調に推移したものの、鰹節

エキス類が減少したため、売上高は457百万円(同0.3％減)となりました。 

茶エキスにつきましては、ほうじ茶エキス類・紅茶エキス類が堅調に推移したものの、緑茶エキス類が減少した

ため、売上高は1,669百万円(同4.3％減)となりました。 

粉末酒につきましては、売上高は40百万円(同5.5％増)となりました。 

以上の結果、当中間会計期間における売上高は3,128百万円(同3.8％減)となりました。 

損益面につきましては、製造工程の改善による生産性の向上並びに減価償却費負担等の減少により製造原価は改

善されたものの、売上高の減少により、経常利益は846百万円(同1.5％減)、中間純利益は476百万円(同0.6％減)と

なりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前事業年度末より236百万円増加し、当

中間会計期間末には4,622百万円(対前年同期比15.6％減)となりました。 

また、当中間会計期間における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において、営業活動の結果得られた資金は453百万円(対前年同期比23.2％減)となりました。 

これは主に、税引前中間純利益によるものでありますが、前中間会計期間より獲得した資金が減少した理由は、

減価償却費計上額の減少及び仕入債務の増加額の減少によるものであります。 

(投資活動のよるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において、投資活動の結果使用した資金は33百万円(同41.0％減）となりました。 

これは主に、有形固定資産の取得による支出によるものでありますが、前中間会計期間より使用した資金が減少

した理由は、有形固定資産の取得による支出の減少によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において、財務活動の結果使用した資金は183百万円(同37.7％増)となりました。 

これは主に、配当金の支払による支出によるものでありますが、前中間会計期間より使用した資金が増加した理

由は、配当金の支払による支出の増加によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社におきましては、大部分が見込生産であり、受注生産はほとんどありません。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

  

  

品目別 生産高(千円) 前年同期比(％) 

粉末天然調味料 917,478 △6.1 

液体天然調味料 458,738 ＋2.5 

茶エキス 1,716,386 △4.2 

粉末酒 35,404 △6.2 

計 3,128,007 △3.9 

品目別 販売高(千円) 前年同期比(％) 

粉末天然調味料 958,680 △4.6 

液体天然調味料 457,488 △0.3 

茶エキス 1,669,868 △4.3 

粉末酒 40,034 ＋5.5 

その他 2,173 △33.9 

計 3,128,245 △3.8 

 相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

ミヤコ化学㈱ 456,569 14.0 374,947 12.0

三井農林㈱ 496,330 15.3 374,106 12.0



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において当社の事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課題は

次のとおりであります。 

主要株主について 

当中間会計期間において、株式会社Ｔ・ＺＯＮＥホ－ルディングス(ジャスダック上場、コ－ド8073)の子会社で

ある株式会社Ｔ・ＺＯＮＥキャピタルが、平成17年９月30日現在、当社発行済株式総数の24.2％を保有しているこ

とが株主名簿により確認されております。 

このため、株式会社Ｔ・ＺＯＮＥキャピタルが当社の筆頭株主となり、株式会社Ｔ・ＺＯＮＥキャピタル及び株

式会社Ｔ・ＺＯＮＥホ－ルディングスの経営方針等により、当社の経営、業績、財政状態及び株価等は影響を受け

る可能性があります。 

株式会社Ｔ・ＺＯＮＥホ－ルディングスの最近の連結業績等は下表のとおりであります。詳細については、同社

有価証券報告書等をご覧下さい。 

  
株式会社Ｔ・ＺＯＮＥホ－ルディングス 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社の研究開発活動は、技術部(15名)によって行われております。主な内容は、茶エキス及び天然調味料並びに粉

末酒の品質改良と新製品の開発で、そのテ－マは当社の経営理念、経営基本方針に基づくものと顧客依頼に対応した

ものに分けて、継続的に行っております。 

天然調味料、茶エキス粉末の市場競争が激しくなることが予想される中で、マ－ケットを意識した商品開発、技術

開発を目指しております。 

  
  
(1) 研究開発活動の具体的内容は次のとおりであります。 

(イ) 茶エキス 

１．茶抽出液の抽出・濃縮・乾燥・造粒などの製造法の基礎研究。 

２．高品質化を目指した新規製造方法の研究、製造方法の改良研究。 

３．顧客依頼による各種茶エキスの開発。 

(ロ) 天然調味料 

１．鰹節エキス、昆布エキス、椎茸エキスなどの和風天然調味料の製造法の基礎研究。 

２．高品質化を目指した新規製造方法の研究、製造方法の改良研究。 

３．顧客依頼による各種天然調味料の開発。 

(ハ) 粉末酒 

１．粉末酒の製造法の基礎研究。 

２．高品質化を目指した新規製造方法の研究、製造方法の改良研究。 

決算年月 
売上高 
（百万円） 

経常利益又は経常損失
(△)（百万円） 

当期純利益又は当期純
損失(△)（百万円） 

期末純資産 
(百万円) 

期末総資産
(百万円) 

平成15年３月期 11,642 △763 △1,586 2,123 3,833

平成16年３月期 12,300 783 1,121 6,113 22,650

平成17年３月期 25,418 2,537 2,827 22,253 56,789



２．顧客依頼による各種粉末酒の開発。 

(2) 当中間会計期間の技術的成果は次のとおりであります。 

(イ) 茶エキスにつきましては、継続的な研究の結果、小牧第二工場の特長を活かした新規製造方法を確立し、こ

の技術を応用した製品化を可能にしました。 

茶エキスの新製品としては、緑茶エキス６件、その他２件、合計８件を開発しました。 

(ロ) 天然調味料につきましては、当社独自の製造技術を応用した新製品を１件開発しました。 

(ハ) 粉末酒につきましては、新製品として１件開発しました。 

なお、当中間会計期間の研究開発費は57百万円となりました。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更並びに

重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 27,000,000

計 27,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 6,760,000 6,760,000
ジャスダック
証券取引所 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 6,760,000 6,760,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年９月30日 ― 6,760 ― 1,000,000 ― 1,262,000



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) 当社が保有している自己株式243千株は、上位10名以内に該当しております。なお、当該自己株式の発行済株式総数に対する

所有株式数の割合は3.6％であります。 

  

  

  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社Ｔ・ＺＯＮＥキャピタ
ル 

東京都中央区日本橋堀留町１丁目５番７
号 

1,635 24.19

佐藤仁一 愛知県岩倉市新柳町２丁目42番地 1,508 22.31

株式会社サトウ・コーポレーシ
ョン 

愛知県岩倉市新柳町２丁目42番地 780 11.54

湯原善衛 愛知県瀬戸市水北町1642番地 521 7.72

佐藤京子 愛知県岩倉市新柳町２丁目42番地 203 3.02

株式会社名古屋銀行 名古屋市中区錦３丁目19番17号 171 2.54

湯原幸子 愛知県瀬戸市水北町1642番地 152 2.25

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 130 1.92

高杉玲子 東京都大田区南久が原１丁目22－11 107 1.59

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝三丁目33番１号 104 1.54

計 ― 5,313 78.61



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「単元未満株式数」欄の普通株式には、当社所有の自己株式56株含まれております。 

２ 平成17年６月29日開催の当社取締役会の定款変更決議により、平成17年８月１日をもって一単元の株式数を1,000株から

100株に変更しております。 

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

243,100 
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

6,516,200 
65,162 同上 

単元未満株式 
普通株式 

700 
― 同上 

発行済株式総数 6,760,000 ― ―

総株主の議決権 ─ 65,162 ―

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
佐藤食品工業株式会社 

愛知県小牧市堀の内四丁目
154番地 

243,100 ― 243,100 3.6

計 ― 243,100 ― 243,100 3.6



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1)役職の異動 

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 2,700 2,560 3,200 2,900 3,200 3,000

最低(円) 2,665 2,000 2,350 2,795 2,690 2,700

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

代表取締役常務取締役兼代
表執行役員生産本部長工務
部長 

代表取締役常務取締役兼代表
執行役員生産部兼小牧第二工
場担当工務部長 

吉松 明文 平成17年10月17日 

常務取締役兼上席執行役員
営業部兼品質保証部担当内
部監査室長 

常務取締役兼上席執行役員営
業部兼品質保証部担当 

近藤 尚義 平成17年10月17日 

取締役兼執行役員技術部担
当生産本部副本部長第三工
場準備室長 

取締役兼執行役員技術部担当 平井  整 平成17年10月17日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人により中

間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   5,475,659   4,622,936 4,386,426   

２ 受取手形   250,108   172,260 147,833   

３ 売掛金   1,146,000   1,184,057 1,144,926   

４ たな卸資産   1,017,783   921,896 912,386   

５ 繰延税金資産   64,400   71,616 65,288   

６ その他   24,373   51,353 4,961   

貸倒引当金   △410   △400 △380   

流動資産合計    7,977,916 66.8 7,023,721 54.3   6,661,443 54.0

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物   1,182,844   1,111,048 1,145,831   

(2) 機械及び装置   1,102,572   937,130 1,004,344   

(3) 土地   616,641   2,367,077 2,374,189   

(4) 建設仮勘定   24,906   311,453 33,894   

(5) その他   109,576   95,513 103,031   

 有形固定資産合計   3,036,540   4,822,222 4,661,291   

２ 無形固定資産   12,415   11,814 12,114   

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券   824,945   1,065,502 969,922   

(2) 繰延税金資産   68,204   ― 4,050   

(3) その他   21,915   24,112 20,054   

 貸倒引当金   ―   △1,531 ―   

 投資その他の資産 
 合計   915,065   1,088,083 994,027   

 固定資産合計    3,964,021 33.2 5,922,120 45.7   5,667,433 46.0

 資産合計    11,941,937 100.0 12,945,841 100.0   12,328,877 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   192,460   175,477 184,780   

２ 買掛金   282,109   277,931 236,479   

３ 未払法人税等   377,763   366,783 413,383   

４ 未払消費税等   32,603   22,024 47,562   

５ 賞与引当金   93,000   100,000 96,000   

６ 設備購入支払手形   24,202   296,627 13,786   

７ その他   155,058   133,475 143,469   

流動負債合計    1,157,197 9.7 1,372,319 10.6   1,135,462 9.2

Ⅱ 固定負債          

１ 繰延税金負債   ―   39,308 ―   

２ 退職給付引当金   18,236   ― ―   

３ 役員退職慰労引当金   129,534   138,580 133,897   

固定負債合計    147,770 1.2 177,888 1.4   133,897 1.1

負債合計    1,304,968 10.9 1,550,208 12.0   1,269,359 10.3

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,000,000 8.4 1,000,000 7.7   1,000,000 8.1

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   1,262,000   1,262,000 1,262,000   

２ その他資本剰余金   522   522 522   

資本剰余金合計    1,262,522 10.6 1,262,522 9.8   1.262,522 10.2

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   153,500   153,500 153,500   

２ 任意積立金   7,670,000   8,470,000 7,670,000   

３ 中間(当期) 
  未処分利益   628,402   613,451 1,123,648   

利益剰余金合計    8,451,902 70.8 9,236,951 71.3   8,947,148 72.6

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    76,882 0.6 215,951 1.7   161,772 1.3

Ⅴ 自己株式    △154,338 △1.3 △319,792 △2.5   △311,926 △2.5

資本合計    10,636,969 89.1 11,395,633 88.0   11,059,517 89.7

負債・資本合計    11,941,937 100.0 12,945,841 100.0   12,328,877 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    3,250,398 100.0 3,128,245 100.0   6,525,570 100.0

Ⅱ 売上原価    2,104,970 64.8 1,989,287 63.6   4,210,298 64.5

売上総利益    1,145,427 35.2 1,138,958 36.4   2,315,271 35.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費    293,611 9.0 300,299 9.6   597,872 9.2

営業利益    851,815 26.2 838,658 26.8   1,717,399 26.3

Ⅳ 営業外収益 ※１  8,958 0.3 8,011 0.3   15,830 0.2

Ⅴ 営業外費用    917 0.0 2 0.0   1,150 0.0

経常利益    859,857 26.5 846,666 27.1   1,732,079 26.5

Ⅵ 特別損失 ※２  1,382 0.1 8,543 0.3   4,114 0.0

税引前中間(当期) 
純利益    858,475 26.4 838,123 26.8   1,727,964 26.5

法人税、住民税 
及び事業税   368,000   362,000 737,000   

法人税等調整額   11,238 379,238 11.7 △0 361,999 11.6 16,481 753,481 11.6

中間(当期)純利益    479,237 14.7 476,123 15.2   974,482 14.9

前期繰越利益    149,165 137,328   149,165 

中間(当期)未処分 
利益    628,402 613,451   1,123,648 

           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

        

税引前中間(当期)純利益   858,475 838,123 1,727,964 

減価償却費計上額   155,618 131,187 311,598 

減損損失   ― 7,111 ―

貸倒引当金の増加額 
(△減少額) 

  290 1,551 260 

賞与引当金の増加額 
(△減少額) 

  3,000 4,000 6,000 

退職給付引当金の増加額 
(△減少額) 

  △453 ― △18,690 

役員退職慰労引当金の 
増加額(△減少額) 

  △18,477 4,682 △14,114 

受取利息及び受取配当金   △6,176 △6,560 △11,021 

有形固定資産除却損   1,378 1,431 4,111 

その他の投資解約損   914 ― 914 

役員退職金   ― ― 3 

売上債権の減少額 
(△増加額) 

  △131,475 △63,557 △28,126 

たな卸資産の減少額 
(△増加額) 

  1,507 △9,510 106,904 

流動資産その他の減少額 
(△増加額) 

  △20,632 △46,391 △1,221 

仕入債務の増加額 
(△減少額) 

  105,172 32,149 51,862 

未払金の増加額 
(△減少額) 

  16,952 △8,037 8,310 

未払費用の増加額 
(△減少額) 

  14,622 4,854 11,206 

未払消費税等の増加額 
(△減少額) 

  △9,663 △25,538 5,295 

流動負債その他の増加額 
(△減少額) 

  8,194 △7,843 16,790 

役員賞与の支払額   △8,300 △10,290 △8,300 

小計   970,946 847,362 2,169,745 

受取利息及び配当金 
受取額 

  6,176 6,560 11,021 

役員退職金の支払額   ― ― △3 

法人税等の支払額   △386,146 △400,335 △727,651 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  590,976 453,588 1,453,112 



  

  

    
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有形固定資産の取得による 
支出 

 △106,865 △24,856 △1,900,338

投資有価証券の取得による 
支出 

 △4,016 △4,408 △7,128

投資有価証券の売却による 
収入 

 19 39 1,068

その他  54,459 △4,058 56,319

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △56,403 △33,283 △1,850,079

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

自己株式の取得による支出  △3,280 △7,866 △160,868

自己株式の売却による収入  1,127 ― 1,127

配当金の支払額  △131,289 △175,927 △131,394

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △133,442 △183,794 △291,135

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額  401,131 236,509 △688,102

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 5,074,528 4,386,426 5,074,528

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 5,475,659 4,622,936 4,386,426

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

 その他有価証券 

  ① 時価のあるもの 

    中間会計期間末日

の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額

は全部資本直入法に

より処理し、売却原

価は移動平均法によ

り算定) 

(1) 有価証券 

 その他有価証券 

  ① 時価のあるもの 

     同左 

(1) 有価証券 

 その他有価証券 

  ① 時価のあるもの 

    期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

    ② 時価のないもの 

    移動平均法に基づ

く原価法 

  ② 時価のないもの 

同左 

  ② 時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産 

 製品、原材料及び仕掛品 

  総平均法に基づく原価

法 

 貯蔵品 

  最終仕入原価法に基づ

く原価法 

(2) たな卸資産 

 製品、原材料及び仕掛品 

同左 

  

 貯蔵品 

同左 

(2) たな卸資産 

 製品、原材料及び仕掛品 

同左 

  

 貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法によっ

ております。 

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法人

税法に規定する方法と同

一の基準によっておりま

す。 

(1) 有形固定資産 

     同左 

(1) 有形固定資産 

     同左 

       

  (2) 無形固定資産 

  定額法 

  ただし、ソフトウェア

(自社利用分)について

は、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定

額法によっております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

 均等償却 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

     同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 賞与引当金 

  従業員に対して支給す

る賞与に充てるため、支

給見込額に基づき計上し

ております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額(簡

便法)に基づき、当中間

会計期間末において発生

していると認められる額

を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額(簡

便法)に基づき、計上し

ております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

給に備えるため、役員退

職慰労金規程に基づく中

間期末要支給額を引当計

上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

給に備えるため、役員退

職慰労金規程に基づく期

末要支給額を引当計上し

ております。 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価格の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。 

同左  キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価格の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３か月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しており

ます。 

 なお、仮払消費税等、仮

受消費税等は相殺し、流動

負債の「未払消費税等」と

して表示しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式を採

用しております。 



会計処理の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

──────── 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

これにより税引前中間純利益が

7,111千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

  

──────── 



追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が8,238千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益が、

8,238千円減少しております。 

  

  

──────── 

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号)に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が16,363千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が、

16,363千円減少しております。 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

  

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

4,792,960千円 

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

5,040,161千円 

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

4,912,682千円 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 25千円

受取配当金 6,151千円

   

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 20千円

受取配当金 6,539千円

  

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 50千円

受取配当金 10,971千円

※２  ──────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

３ 減価償却実施額 

有形固定資産 155,318千円

無形固定資産 300千円

※２ 減損損失 

当中間会計期間において、当社

は以下の資産について減損損失を

計上しております。 

当社は、天然調味料・茶エキス

及び粉末酒の製造用資産について

は全体として一つの事業用資産と

し、その他使用していない資産を

遊休資産に区分して資産のグル－

プ化を行っております。 

遊休土地については、将来の使

用が見込まれないため、帳簿価額

を回収可能額まで減額し、当該減

少額を減損損失(7,111千円)として

特別損失に計上しております。 

なお、遊休土地の回収可能額は

正味売却価額により測定し、固定

資産税評価額に合理的な調整を行

って算出しております。 
  
３ 減価償却実施額 

場所 用途 種類 

北海道茅部郡 

森町 

遊休資産 土地 

有形固定資産 130,887千円

無形固定資産 300千円

※２  ──────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

３ 減価償却実施額 

有形固定資産 310,998千円

無形固定資産 600千円



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

 その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

 その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

 その他有価証券で時価のあるもの 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 5,475,659千円

現金及び 
現金同等物 

5,475,659千円

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 4,622,936千円

現金及び 
現金同等物 

4,622,936千円

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

  

現金及び預金勘定 4,386,426千円

現金及び
現金同等物 

4,386,426千円

区分 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 520,236 589,874 69,638

その他 175,278 235,071 59,792

合計 695,514 824,945 129,431

区分 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 527,756 771,667 243,910

その他 174,190 293,835 119,644

合計 701,947 1,065,502 363,554

区分 
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 523,348 717,370 194,022

その他 174,229 252,551 78,321

合計 697,578 969,922 272,344



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

当社はデリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

当社はデリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

当社はデリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間(平成16年４月1日 至 平成16年９月30日) 

関連会社がないため、記載を省略しております。 

  

当中間会計期間(平成17年４月1日 至 平成17年９月30日) 

関連会社がないため、記載を省略しております。 

  

前事業年度(平成16年４月1日 至 平成17年３月31日) 

関連会社がないため、記載を省略しております。 

  

  

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 
1,615円
94銭

１株当たり純資産額
1,748円
64銭

１株当たり純資産額 
1,694円
76銭

１株当たり中間純利益 
72円
80銭

１株当たり中間純利益
73円
05銭

１株当たり当期純利益 
146円
83銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間損益計算書(損益計算書)
上の中間(当期)純利益(千円) 

479,237 476,123 974,482

普通株式に係る中間(当期)純
利益(千円) 

479,237 476,123 964,192

普通株主に帰属しない金額 
(千円) 

― ― 10,290

（うち利益処分による役員賞
与金） 

― ― (10,290)

普通株式の期中平均株式数
(千株) 

6,582 6,517 6,566



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(2) 自己株券買付状況報告書 

報告期間(自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日) 平成17年４月11日東海財務局長に提出 

報告期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日) 平成17年５月13日東海財務局長に提出 

報告期間(自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日) 平成17年６月１日東海財務局長に提出 

報告期間(自 平成17年６月１日 至 平成17年６月29日) 平成17年７月５日東海財務局長に提出 

報告期間(自 平成17年６月29日 至 平成17年６月30日) 平成17年７月５日東海財務局長に提出 

報告期間(自 平成17年７月１日 至 平成17年７月31日) 平成17年８月２日東海財務局長に提出 

報告期間(自 平成17年８月１日 至 平成17年８月31日) 平成17年９月２日東海財務局長に提出 

報告期間(自 平成17年９月１日 至 平成17年９月30日) 平成17年10月４日東海財務局長に提出 

報告期間(自 平成17年10月１日 至 平成17年10月31日) 平成17年11月２日東海財務局長に提出 

報告期間(自 平成17年11月１日 至 平成17年11月30日) 平成17年12月５日東海財務局長に提出 

  

 
(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類 

 事業年度 
 (第51期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

 
平成17年６月30日 
東海財務局長に提出

          



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月17日

佐藤食品工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている佐藤食

品工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第51期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、佐藤食品工業株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  高  木  一  博  ㊞ 
  

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  片  岡     明  ㊞ 
  

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

平成17年12月16日

佐藤食品工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている佐藤食

品工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第52期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、佐藤食品工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により

中間財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  高  木  一  博  ㊞ 
  

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  片  岡     明  ㊞ 
  

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保

管しております。 
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